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 報道関係者各位 

2012年 10月 3日 

財団法人労務行政研究所 

「東証第１部上場企業の2012年年末賞与・一時金(ボーナス)の妥結水準調査」 

～対前年同期比1.1％減と、2009年以来、3年ぶりにマイナスに転じる～  

民間調査機関の（財）労務行政研究所（理事長：矢田敏雄 東京都港区東麻布1－4－2）では、東証第1部上場企業212社を対象に、「夏

冬型」の年間協定ですでに決定している、2012年年末賞与・一時金の妥結水準を調査・集計した（2012年9月12日現在）。  

調査結果によると、まず金額は［図表１］、上記212社の全産業平均（単純平均）で69万4581円、同一企業で見た昨年末の妥結実績

（70万2055円）と比較すると、金額で7474円、対前年同期比で1.1％減と、2009年以来3年ぶりにマイナスとなった（［図表２］）。  

この数値は、あくまでも今秋交渉分を控えた現時点のものではあるが、ここ 2～3 年の推移を見ると、リーマンショックに端を発す

る景気後退に伴い、輸出主導型産業の低迷や個人消費の冷え込みが直撃した 09年の対前年同期比 13.1％減（下げ幅は調査を開始した

1970年以来最低を記録）を底に、10年に同 0.4％増、11年は同 7.4％増と順調に回復をみせてきたものの、12年は微減ながらマイナ

スに転じる形となった。  

 産業別の妥結水準を見ると［図表１］、製造業（173社）の支給水準は70万5724円で、対前年同期比は1.3％減と小幅の減少とな

った一方、非製造業（39社）については64万5154円、同0.1％増とプラスを維持している。  

 また、支給月数の平均としては［図表２～３］、集計社数218社の平均で2.28カ月、同一企業で比較した場合、前年同期（2.31カ

月）を0.03カ月下回った［図表３］。  

支給月数の分布状況を見ると［図表３］、「2.5カ月台」が15.6％と最も多く、これに「2.0カ月台」が11.5％で続いている。  

 図表１   2012年年末賞与・一時金の妥結水準集計（東証第 1部上場企業212社） 

 
［注］ （  ）内の業種は、その業種における内数。△はマイナスを表す（次ページ［図表２～３］も同じ）。調査・集計要領、 

その他注記事項は、次ページ参照。
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【前ページ［図表1］について】 

1． 調査・集計要領は、本ページ下方を参照。 

2． 「商業」は卸売業、小売業。「情報・通信」には、ＩＴ関係のほか新聞、出版、放送を含む。なお、［図表１］の業種分類は、東洋経済

新報社『会社四季報』をベースとしている。 

3． 2012 年年末妥結額の集計社数が 1 社の業種（建設）は、掲載を省略した（集計には含めている）。 

4． 集計は、「2012年年末」「2012年夏季」「2011年年末」の3者の金額（［図表２～３］では月数）が把握できた企業のみ実施。また、年

間協定で、妥結額が年間総額しかつかめない企業については、前年実績を基に夏冬の配分を試算し、集計に含めた。 

5． 平均年齢は、原則として、労務行政研究所で行った2012年賃上げ妥結状況取材時に把握した各社データを流用・集計したもの。  

 図表２  労務行政研究所集計による、賞与・一時金水準の推移（東証第１部上場企業、単純平均） 

 

［注］1． 上記は、春季交渉時決定分の夏季一時金集計、および春季～夏季交渉時の年間協定で一括決定している年末一時金集計の推移。

なお、金額集計・月数集計は、それぞれ集計企業（社数）が異なるため、対応しない。 

［注］ 2． （  ）内は対前年同期比であり、各年の集計対象企業のうち、前年同期と比較できる同一企業につき伸び率を算出したもの。よ

って、当年・前年の各金額集計（妥結額）を比較しても、伸び率は一致しない。 

［注 ］3． ＜参考＞の賃上げ率は、経団連による大手企業の最終集計（加重平均）。  

 図表３  年末一時金支給月数の分布状況（東証第１部上場企業218社、2012・2011 年） 

 
［注］ 上記右上に示した2011年の月数（2.31カ月）は、今回2012年調査の同一集計企業における前年の支給実績であり、 

［図表２］の月数集計欄の2011年月数（昨2011年調査時の集計結果：2.30カ月）とは一致しない。 
 

■ 調査・集計要領  

①集計対象・集計社数：対象は、東証第１部上場企業（10月1日現在で1688社）のうち、原則として労働組合が主要な単産に加盟している企

業。持ち株会社が東証第１部上場企業の場合、その主要子会社は集計対象とした。このうち、2012年春季交渉時、もしくは同年夏季交渉時

に、“夏冬型”間協定により、すでに2012年年末賞与・一時金を決定している企業(組合) で、当研究所が結果を把握し得た212社（月数集

計は218社）を集計 

②集計対象範囲と集計方法：集計対象範囲は原則、組合員１人当たり平均（一部の年齢ポイント、標準労働者、全従業員平均による妥結額も

集計に含む）。集計に当たっては、各社の１人当たり平均を単純に足し上げ、集計社数で除した（単純平均）  

③集計時点：2012年9月12 日（調査時期：2012年3月14日～9月12 日） 

■ 本リリースに関するお問い合わせ先  

（財）労務行政研究所『労政時報』編集部 担当：前田昌彦、五林麻美    編集部直通TEL：03－3585－1300   
※本調査結果の詳細は、当研究所編集の『労政時報』第 3831号（12.10.12）にて紹介いたします。 

 


